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土砂区分該当
数字に○印

　　１．２．３
　　１．２．３
　　１．２．３

供給元機関名又
は施設等責任者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　建　 設　 発 　生　 土 　搬 　入 　計 　画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　作成者　職氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　作成日　令和　　　　年　　　　月　　　　日

様　式　ー　２　

建 設 発 生 土 の 管 理 調 書 （ 搬 入 用 ）

事　業　年　度 区分 事業名

工　　 事　　名

工　事　箇　所

事　業　面　積 　　　　　　　　　　　　　㎡ 搬  入  土  砂  総  量 　　　　　　　　　　　　　　　ｍ３

供  給  元  工  事  名  等 工 事 箇 所 又 は 所 在 地
搬入予定量

　　（ｍ３）

土砂区分は、次のものから選択する。
　　１　　公共工事から建設発生土を搬入するもの。
　　２　　公共工事以外から建設発生土を搬入するもの。
　　３　　法令等により許認可された採取土砂等を搬入するもの。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　施　工　実　績　（　完　成　後　作　成　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　作成者　職氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　作成日　令和　　　　年　　　　月　　　　日

請　 負　 業　 者　 名 現場代理人

工　　　　　　　　　　期 令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

　　　供 給 元 工 事 名 又 は
　　　ｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ 等その他名

工事箇所又は所在地
搬入土量

（ｍ３）

　（注１）　本調書と共に保存するもの
　　　　　　１　　土砂等を搬入し表土の事前調査を要する事業は、当該土地等の安全を証する調書
　　　　　　　　　(3,000㎡以上及び市町村条例の適用を受ける事業区域）
　　　　　　　　①　事業区域の汚染要因に関する調査票又は地質分析（濃度）結果証明書
　　　　　　２　　供給元から提出された当該土砂の安全を証する調書
　　　　　　　　①　汚染要因に関する調査票
　　　　　　　　②　地質分析（濃度）結果証明書
　　　　　　　　③　法令等により許認可された当該採取場が発行する土砂等売渡、売渡証明書
　　　　　　３　　完了後に搬入土砂等の安全確認を要する事業は、当該土砂等の安全を証する調書
　　　　　　　　①　工事完了後の地質分析（濃度）結果証明書（上記１に示す事業区域）
　（注２）　本調書は所属長までの決裁を必要とする。

 ●  　本調書は、事務所内で一括ファイルし、工事完了の日から３年間保存する。


